
自平成26年 4月 1日
至平成27年 3月31日

 平成26年度決算報告書　

（添付）
　　貸借対照表
　　正味財産増減計算書
　　正味財産増減計算書内訳表
　　財務諸表に対する注記
　　附属明細書
　　財産目録

（第18期事業年度）

公益財団法人 ＭＲ認定センター



公益財団法人ＭＲ認定センター

平成27年3月31日現在

（単位：円）
当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部
１．流動資産
　 　現金預金 156,922,834 122,334,332 34,588,502
　　 教材在庫 52,630,929 19,987,107 32,643,822
　　 未収入金 25,368,989 14,134,590 11,234,399
　　 前払費用 1,212,840 1,212,840 0
　　 仮払消費税 924,300 0 924,300
　　 貸倒引当金 △ 170,198 △ 94,984 △ 75,214
　　 流動資産合計 236,889,694 157,573,885 79,315,809
２．固定資産
　(1)基本財産
 　　投資有価証券 400,000,000 400,000,000 0
 　　定期預金 54,000,000 54,000,000 0
　　 基本財産合計 454,000,000 454,000,000 0
　(2)特定資産
 　　役員退職慰労引当資産 3,076,400 2,307,300 769,100
 　　退職給付引当資産 18,124,550 18,366,560 △ 242,010
 　　ソフトウェア取得引当資産 0 66,000,000 △ 66,000,000
 　　創立20周年事業引当資産 45,000,000 0 45,000,000
 　　ソフトウェア改修引当資産 6,000,000 0 6,000,000
 　　大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 40,000,000 0 40,000,000
 　　特定資産合計 112,200,950 86,673,860 25,527,090
　(3)その他固定資産
　　 建物付属設備 548,721 715,451 △ 166,730
　　 什器備品 10,702 12,619 △ 1,917
　　 ソフトウェア 79,827,820 52,265,204 27,562,616
　　 電話加入権 37,493 37,493 0
　　 敷金 5,727,300 5,727,300 0
　　 その他固定資産合計 86,152,036 58,758,067 27,393,969
　 　固定資産合計 652,352,986 599,431,927 52,921,059
　　 資産合計 889,242,680 757,005,812 132,236,868

Ⅱ　負債の部
１．流動負債
     未払金 76,179,389 14,708,234 61,471,155
     未払費用 17,464,565 10,951,418 6,513,147
     預り金 582,471 639,896 △ 57,425
     賞与引当金 5,061,957 6,073,435 △ 1,011,478
     未払法人税等 1,547,700 1,499,200 48,500
     未払消費税等 0 6,631,300 △ 6,631,300
　 　流動負債合計 100,836,082 40,503,483 60,332,599
２．固定負債
 　　役員退職慰労引当金 3,076,400 2,307,300 769,100
 　　退職給付引当金 18,124,550 18,366,560 △ 242,010
　　 固定負債合計 21,200,950 20,673,860 527,090
　　 負債合計 122,037,032 61,177,343 60,859,689

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産
　　 指定正味財産合計 0 0 0
２．一般正味財産 767,205,648 695,828,469 71,377,179
　　（うち基本財産への充当額） (454,000,000) (454,000,000) (0)
　　（うち特定資産への充当額） (91,000,000) (66,000,000) (25,000,000)
　　 正味財産合計 767,205,648 695,828,469 71,377,179
　　 負債及び正味財産合計 889,242,680 757,005,812 132,236,868

 貸　借　対　照　表 

科        目
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公益財団法人ＭＲ認定センター

（単位：円）
当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益 10,133,134 8,081,961 2,051,173

基本財産受取利息 10,133,134 8,081,961 2,051,173
②事業収益 359,810,168 357,619,666 2,190,502
　認定試験事業収益 195,181,674 190,461,800 4,719,874

認定試験受験料 69,977,182 62,004,500 7,972,682
認定登録料 9,757,794 9,688,800 68,994
認定更新料 53,833,446 56,031,700 △ 2,198,254
補完教育受講料 61,613,252 62,736,800 △ 1,123,548

　教育研修事業収益 88,818,726 91,354,000 △ 2,535,274
履修計画・実施認定料 18,518,600 18,398,500 120,100
教育研修システム・施設認定料 190,000 305,000 △ 115,000
認定更新料 53,833,446 56,031,700 △ 2,198,254
教育研修要綱運用関連 2,789,640 2,668,000 121,640
講習会参加料 13,487,040 13,950,800 △ 463,760

　テキスト等頒布事業収益 75,809,768 75,803,866 5,902
テキスト頒布 70,563,138 70,254,450 308,688
その他の冊子頒布 5,246,630 5,549,416 △ 302,786

③雑収益 1,505,276 73,243 1,432,033
受取利息 47,776 28,043 19,733
雑収入 1,457,500 45,200 1,412,300

　経常収益計 371,448,578 365,774,870 5,673,708
(2)経常費用

①事業費 290,144,380 289,956,625 187,755
役員報酬 8,675,448 8,675,448 0
給料手当 41,655,785 51,113,129 △ 9,457,344
役員退職慰労給付費用 722,954 722,954 0
退職給付費用 2,733,539 2,767,330 △ 33,791
賞与引当金繰入 4,758,240 5,709,029 △ 950,789
法定福利費 8,260,866 10,027,900 △ 1,767,034
福利厚生費 766,997 781,772 △ 14,775
保険料 74,260 90,240 △ 15,980
通勤費 1,378,285 1,797,804 △ 419,519
旅費交通費 2,792,110 2,117,290 674,820
消耗品費 909,322 976,843 △ 67,521
通信運搬費 570,856 588,138 △ 17,282
図書購入費 763,039 764,330 △ 1,291
リース料 321,922 321,922 0
支払手数料 1,044,230 905,454 138,776
謝金 950,400 924,000 26,400
賃借料 11,628,708 11,305,704 323,004
共益費 2,052,132 1,995,108 57,024
水道光熱費 713,425 705,247 8,178
清掃費 852,768 829,080 23,688

 正味財産増減計算書

平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

科              目
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当年度 前年度 増　減科              目
減価償却費 24,406,212 19,109,074 5,297,138
貸倒引当金繰入 75,214 39,094 36,120
渉外費 667,104 751,946 △ 84,842
租税公課 7,240,800 8,974,000 △ 1,733,200
雑費 0 317,182 △ 317,182
受験案内･願書受付･受験票 1,630,418 1,570,580 59,838
試験費用(問題印刷） 9,258,242 7,736,874 1,521,368
試験実施費用 17,532,034 16,550,461 981,573
試験委員会運営費用 8,158,942 6,853,557 1,305,385
認定登録費用 4,523,775 2,795,691 1,728,084
認定更新費用 14,479,240 17,357,079 △ 2,877,839
補完教育費用（e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ） 25,095,182 19,630,434 5,464,748
ＩＴ開発・運用費用 7,306,308 8,286,699 △ 980,391
広報費 6,156,842 6,377,580 △ 220,738
教育研修関連費用 600,630 598,217 2,413
教育研修要綱運用関連費用 2,101,765 2,072,899 28,866
講習会等実施費用 11,999,767 12,228,211 △ 228,444
調査研究費用 3,219,490 3,134,850 84,640
テキスト頒布原価 36,888,819 35,720,116 1,168,703
印税費用 7,777,900 7,957,200 △ 179,300
テキスト頒布費用 9,400,410 8,776,159 624,251

②管理費 8,379,319 9,320,969 △ 941,650
役員報酬 1,856,781 1,814,460 42,321
給料手当 2,658,875 3,262,536 △ 603,661
役員退職慰労給付費用 46,146 46,146 0
退職給付費用 174,481 176,638 △ 2,157
賞与引当金繰入 303,717 364,406 △ 60,689
法定福利費 527,290 640,077 △ 112,787
福利厚生費 48,955 49,895 △ 940
保険料 4,740 5,760 △ 1,020
通勤費 87,975 114,756 △ 26,781
旅費交通費 223,140 264,300 △ 41,160
消耗品費 58,037 62,349 △ 4,312
通信運搬費 36,436 37,538 △ 1,102
図書購入費 48,703 48,786 △ 83
リース料 20,546 20,546 0
支払手数料 13,970 57,791 △ 43,821
会議費 290,972 399,271 △ 108,299
謝金 950,400 924,000 26,400
賃借料 742,260 721,632 20,628
共益費 130,980 127,356 3,624
水道光熱費 45,533 45,010 523
清掃費 54,432 52,920 1,512
減価償却費 10,119 15,357 △ 5,238
渉外費 42,581 47,994 △ 5,413
租税公課 2,250 1,200 1,050
雑費 0 20,245 △ 20,245

　経常費用計 298,523,699 299,277,594 △ 753,895
当期経常増減額 72,924,879 66,497,276 6,427,603
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当年度 前年度 増　減科              目
２．経常外増減の部

(1)経常外収益
　経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用
　経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 72,924,879 66,497,276 6,427,603
法人税・住民税及び事業税 1,547,700 1,499,200 48,500
当期一般正味財産増減額 71,377,179 64,998,076 6,379,103
一般正味財産期首残高 695,828,469 630,830,393 64,998,076
一般正味財産期末残高 767,205,648 695,828,469 71,377,179

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 767,205,648 695,828,469 71,377,179
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１．重要な会計方針
 　当法人は「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定
　 等委員会）を採用しています。

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）を採用しています。
ただし、現在保有している債券は、債券金額で取得したため当該金額を貸借対照表価額と
しています。
その他の有価証券、市場価格のあるものについては、時価をもって貸借対照表価額として
います。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は先入先出法による原価法をもって貸借対照表価額としています。

(3)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は定率法を採用、ただし、建物については定額法を採用しています。
無形固定資産は定額法を採用しています。

(4)引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税の規定による法定繰入率
　により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。
②賞与引当金
　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上し
　ています。
③役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員報酬規程に基づく必要額を計上しています。
④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において
　発生していると認められる額を100％計上しています。

(5)リース取引の処理方法
リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引及び重要性の
乏しいリース取引（1件300万円以下）は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっています。

(6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：円)
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　投資有価証券 400,000,000
　定期預金 54,000,000

454,000,000
特定資産
　役員退職慰労引当資産 2,307,300
　退職給付引当資産 18,366,560
　ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 66,000,000
　創立20周年事業引当資産 0
　ｿﾌﾄｳｪｱ改修引当資産 0
　大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 0

86,673,860
540,673,860

2,908,020 3,150,030 18,124,550

94,677,120 112,200,950

0
0
0

45,000,000
6,000,000

40,000,000

45,000,000
6,000,000

40,000,000

94,677,120 69,150,030 566,200,950

0 66,000,000 0

69,150,030

0 0 454,000,000

769,100 0 3,076,400

　財務諸表に対する注記　

0 0 400,000,000

科　　目

0 0 54,000,000
小　　計

小　　計
合　　計
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３．基本財産及び特定資産の財源などの内訳
   基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりです。

(単位：円)

当期末残高
(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産
　投資有価証券 400,000,000 ( - ) ( 400,000,000 ) ( - )

　定期預金 54,000,000 ( - ) ( 54,000,000 ) ( - )

454,000,000 ( - ) ( 454,000,000 ) ( - )

特定資産
　役員退職慰労引当資産 3,076,400 ( - ) ( 0 ) ( 3,076,400 )

　退職給付引当資産 18,124,550 ( - ) ( 0 ) ( 18,124,550 )

　創立20周年事業引当資産 45,000,000 ( - ) ( 45,000,000 ) ( 0 )

　ｿﾌﾄｳｪｱ改修引当資産 6,000,000 ( - ) ( 6,000,000 ) ( 0 )

　大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 40,000,000 ( - ) ( 40,000,000 ) ( 0 )

112,200,950 ( - ) ( 91,000,000 ) ( 21,200,950 )
566,200,950 ( - ) ( 545,000,000 ) ( 21,200,950 )

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
   満期保有目的の債券の内訳、帳簿価額及び時価並びに評価損益は、次のとおりです。

(単位：円)
時価 評価損益

基本財産
　ドイツ復興金融債（1013-9035）
　ドイツ復興金融債（S8025）

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
   固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

(単位：円)

取得価額 当期末残高

建物付属設備 2,322,205
什器備品 1,211,428
ソフトウェア 150,228,910

153,762,543

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
   該当事項ありません。

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
   該当事項ありません。

８．重要な後発事象
   該当事項ありません。

科　　目

小　　計

減価償却
累計額

△ 68,560,000331,440,000

180,100,000 △ 19,900,000200,000,000
200,000,000
400,000,000

小　　計
合　　計

合　　計
151,340,000 △ 48,660,000

帳簿価額

合　　計 73,375,300 80,387,243

(うち指定正味財産
からの充当額)

1,773,484 548,721
1,200,726 10,702

70,401,090 79,827,820

科　　目

科　　目
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１．基本財産及び特定資産の明細
　　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２.(基本財産及び特定資産の増減額
 　   及びその残高)に記載しているために、記載を省略します。

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 94,984 170,198 94,984 170,198

賞与引当金 6,073,435 5,061,957 6,073,435 0 5,061,957

役員退職慰労引当金 2,307,300 769,100 0 0 3,076,400

退職給付引当金 18,366,560 2,908,020 3,150,030 0 18,124,550

合計 26,842,279 8,909,275 9,223,465 94,984 26,433,105

(注)１．計上の理由及び算定方法は財務諸表に対する注記１.(4)(引当金の計上基準)に記載のと
　　　　おりです。
　　２．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の引当金計上基準による金額の洗替額
　　　 　です。

 附属明細書 

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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公益財団法人ＭＲ認定センター

平成27年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 手元保管現金 運転資金として 4,554

普通預金

三井住友銀行東京公務部#1 運転資金として 19,967,446

三井住友銀行東京公務部#2 運転資金として 5,000,000

三井住友銀行日本橋支店#1 運転資金として 19,229,899

三井住友銀行日本橋支店#2 運転資金として 51,608,151

みずほ銀行日本橋支店 運転資金として 14,667,019

三菱東京ＵＦＪ銀行室町支店 運転資金として 2,281,093

りそな銀行室町支店 運転資金として 43,912,600

ゆうちょ銀行振替口座 運転資金として 252,072

教材在庫 販売用教材
「ＭＲテキストⅠ・Ⅱ・Ⅲ」

収益事業等会計の販売用教材の在
庫

52,630,929

未収入金 ＭＲテキスト販売未収入金等 収益事業等会計のテキスト注文分
及び著作権使用料並びに問題利用
料

24,978,923

補完教育受講料未収入金等 公益目的事業会計の認定登録料、
認定更新料及び補完教育受講料

390,066

前払費用 松芳ビル㈱9階 平成27年4月分家賃・共益費 1,212,840

仮払消費税等 日本橋税務署 収益事業等会計の消費税等の還付
予定金額

924,300

貸倒引当金 収益事業等会計の債権に対して
「引当金の計上基準」により計算
して計上

△ 170,198

流動資産合計 236,889,694

（固定資産）

基本財産 投資有価証券 ドイツ復興金融公庫債
(1013-9035)

管理目的（法人会計）の保有財産
であり、運用益を管理運営事業に
充当している。

200,000,000

ドイツ復興金融公庫債(S8025) 共用財産であり、86.5％は公益目
的保有財産として運用益を公益目
的事業全体に充当し、13.5%は管
理目的（法人会計）財産として運
用益を管理運営に充当している。

200,000,000

定期預金 三菱東京ＵＦＪ銀行室町支店 公益目的保有財産であり、運用益
を公益目的事業に充当している。

43,217,638

三井住友銀行東京公務部 公益目的保有財産であり、運用益
を公益目的事業に充当している。

10,782,362

特定資産 役員退職慰労
引当資産

普通預金・りそな銀行室町支店 役員退職慰労引当金見合いの引当
資産として管理している。

3,076,400

退職給付引当
資産

普通預金・りそな銀行室町支店 退職給付引当金見合いの引当資産
として管理している。

18,124,550

創立20周年事
業引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

特定費用準備資金であり、創立20
周年事業の準備資金を認定試験事
業で引当資産として管理してい
る。

45,000,000

ソフトウェア
改修引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

公益資産取得資金であり、ソフト
ウェア改修見合を教育研修事業で
引当資産として管理している。

6,000,000

大規模ｿﾌﾄｳｪｱ
取得引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

公益資産取得資金であり、ソフト
ウェア取得見合を認定試験事業及
び教育研修事業で引当資産として
管理している。

40,000,000

 財　産　目　録 

貸借対照表科目
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

その他固定
資産

建物付属設備 電気設備及び防音設備 共用財産であり、公益目的保有財
産として50％は認定試験事業の、
38％は教育研修事業の用に供し、
6％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

548,721

什器備品 応接セット他 共用財産であり、公益目的保有財
産として50％は認定試験事業の、
38％は教育研修事業の用に供し、
6％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

10,702

ソフトウェア ＭＲの教育・試験を管理するシ
ステム用ソフトウェア及びテキ
スト課金システム構築費用

共用財産であり、公益目的保有財
産として66.4％は認定試験事業
の、32.7％は教育研修事業の用に
供し、0.9％は収益事業等財産と
してテキスト頒布事業の用に供し
ている。

79,827,820

電話加入権 03-3279-2500他 共用財産であり、公益目的保有財
産として48％は認定試験事業の、
36％は教育研修事業の用に供し、
10％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

37,493

敷金 松芳ビル㈱9階 共用財産であり、公益目的保有財
産として48％は認定試験事業の、
36％は教育研修事業の用に供し、
10％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

5,727,300

固定資産合計 652,352,986

　　資産合計 889,242,680

（流動負債） 未払金 ＭＲテキストの印税他 テキスト作成費用及びテキスト頒
布費用の未払金であり、収益事業
等会計の負債としている。

76,179,389

未払費用 イー・コミュニケーションズ他 11件の未払費用であり、公益目的
事業会計の負債としている。

16,369,964

健康保険料他共用費用 健康保険料等の未払費用であり、
従事割合に応じて公益目的事業会
計、収益事業等会計及び法人会計
の負債としている。

1,094,601

預り金 役職員分 源泉所得税・地方税（住民税）の
預り金であり、従事割合に応じて
公益目的事業会計、収益事業等会
計及び法人会計の負債としてい
る。

582,471

賞与引当金 職員分 職員の賞与の引当金であり、従事
割合に応じて公益目的事業会計、
収益事業等会計及び法人会計の負
債としている。

5,061,957

未払法人税等 日本橋税務署、中央都税事務所 収益事業等会計の平成26年度分の
未払法人税等

1,547,700

流動負債合計 100,836,082

（固定負債） 役員退職慰労
引当金

役員分 役員の退職慰労金の引当金であ
り、従事割合に応じて公益目的事
業会計、収益事業等会計及び法人
会計の負債としている。

3,076,400

退職給付引当
金

職員分 職員の退職給付金の引当金であ
り、従事割合に応じて公益目的事
業会計、収益事業等会計及び法人
会計の負債としている。

18,124,550
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

固定負債合計 21,200,950

　　負債合計 122,037,032

　　正味財産 767,205,648
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